
が慎重に懲戒事由等を検討するようになること.からもl非常に重要であるo

加えてl労働者の不利益に比較して使用者の負担はあまり大きくないo この

ことから,使用者が書面通知を行わなかった場合の懲戒解雇1停職l液給ほ

無効とすることが適当であるD

また,懲戒解雇l停噺,減給以外の懲戒処分についても,その後の昇進.

昇給や賞与等に影響を与えることが多く,労働者の不利益が大きいこと- ま

たl懲戒はそれほど日常的に行われるもAのではないことから,同様に書面適

知をしなければならない.こととすべきではないかとの意見があったoこれに

ついて頒.使用者の意図としてロ頭注意を懲戒として行う場合にこれを書面
通知.させることの整合性や.戒告,口頭注意を無効とすることの-法的意義が

不明確であるく昇進.昇琴や賞与等-の影響がある場合であってもそれは総
合的な評価の結果セあって1懲戒それ眉体の直按的効果とは必ずしも認定で
きなv-.1Jこと及び使用者の負担を考慮するならば.労働者に与える不利益

が明確な懲戒処分に限って書面通知を求めることが適当であるo

次に,懲戒は労働者の弁明を聴取した後でなければできないとすることに

ついては1弁明の聴取を-促進することは適当であるが.t これを行わなvl懲戒

を-律に無効とすることについて政一労働者が所在不明であるなど使用者が

亭続を遵守し難い場合があることやl使用者の負担が大きく中小零細企業が

対応できないおそれがあること,懲戒処分に時間を要することとなるため,

懲戒手続の実施中に労働者が退職-してしまう場合があること等の弊害が生

じ得ることから適当でないo まずは書面通知によって1懲戒の理由等に納得

がい.かない労働者が自.ら使用者に対Lて不服申立てをしたり紛争解決制度
を利用したりするための材料を提供することが重要と考えられるo

8 昇進,昇格,降格

近年では,成果を重視する方向に賃金制度等を変えていく動きが強く,年

俸制の導入等がなされているが,このような新しい人事管理制度の運用に当

たっては1その公平性.客観性がますます重要となっているo このため,年

俸額1昇給その他賃金額の決定や,昇進く役職の上昇J,昇格 く職能資格の上

昇J,降格IC役職の引下げ及び職能資格の引下げJl配置転換1一時金の決定

等にi菅用される人事考課については,その客戟性,公平性を確保するための

方策が重要となるoしかし.,人事管理制度及び人事考課につい七臥企業に
おける実態が多様であってl更に近年では制度を変更する企業も多いため1

今後の人事考衰制度の進展を見据えつつ,方策を慎重に検討すべきであるo

もっともl労使当事者問の紛争を未然に防止し,労働者が意欲をもって働

けるようにするためには,労働者の請求に応じて人事考課の結果を労働者に

説明することは望ましいことであることから1これを促進することが適.当で

46


